
１．はじめに

夏季に太平洋高気圧に覆われた晴天日の午後，中部

山地を中心に対流雲がしばしば発達し，局地的大雨や

落雷，降雹などによる被害をもたらす．このような対

流雲による降水は「不安定性降水」や「気団性雷雨」

等と呼ばれており，近年高度化している気象庁局地モ

デルでも予測精度は未だ不十分である（河野・原

2015）．そのため，対流雲の発生を診断的に予測する

ことを目的にして，長年にわたり09時（以下，日本時

間）の高層気象観測データを用いて対流雲発生前の熱

力学的環境場の解析が行われてきた（宇田川 1966；

Yonetani1975；堀江・遠峰1998；大久保1998；田口

ほか 2002；河野ほか 2004；Nomura and Takemi

2011）．しかし，対流雲は日変化する環境下で発生す

るため，熱力学的環境場の議論の信頼性は十分ではな

い．

そこで，山岳部における熱力学場の日変化特性につ

いて，ゾンデを用いた特別観測による研究がなされて

いる（Kuwagata and Kimura 1995；木村ほか

1997；大村ほか 1999；Iwasaki and Miki 2001,

2002）．大村ほか（1999）は，群馬県で夏季に連続す

る２日間でゾンデ観測を行い，雷雨発生日・非発生日

ともに日中は大気安定度が低下したことを示した．ま

た，雷雨発生日でのみ自由対流高度（LFC：Level of
 

Free Convection）が存在し，日中はLFCが低下す

るという時間変化をしたと報告している．しかし，こ

れらの先行研究は事例解析に留まっており，ゾンデ観

測の時間分解能も数時間と粗いため，山岳部で発達す

る対流雲の発生環境場の鉛直構造や日変化特性の実態

はよくわかっていない．

夏季中部山地で発達する対流雲の力学的環境場とし

ては，熱的に形成される局地循環による風の山地での
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強制上昇が重要であると考えられている（齋藤・木村

1998；Kuwagata 1997）．この局地循環は日中の大気

下層の昇温により内陸に熱的低気圧が形成され，水平

気圧傾度が大きくなることで形成される（藤部・浅井

1979；堀江・遠峰 1998）．夏季関東平野における海風

の鉛直構造についてはゾンデ観測や数値実験による事

例解析がいくつかなされているものの（Fujibe and
 

Asai 1984；Kondo 1990），山岳部での対流雲の発生

に関わる局地循環については，その力学的・熱力学的

な鉛直構造の議論は不十分である．

また，山岳部を含む内陸ではこの局地循環によって

大気下層の水蒸気移流が起こり，午後に可降水量

（PWV：Precipitable Water Vapor）が増加するこ

とがGPS（Global Positioning System）等を用いた

研究から指摘されている（木村 1994；木村ほか

1997；Iwasaki and Miki 2001,2002；Li et  al.

2008）．夏季中部山地では午後に降水頻度が高いこと

が知られているが（Fujibe1988；齋藤・木村 1998），

午後のPWVの増大は降水特性にも対応している

（Ohtani 2001；Sato and Kimura 2005）．GPSによ

るPWVは高頻度な熱力学場の解析が可能であるが，

水蒸気の鉛直積算量であるため，熱力学場の鉛直構造

の議論はできない．

そこで，Sato and Kimura（2005）は，地上気象観

測やGPSによるPWVで妥当性を検証した数値予報

モデルの結果を用いて，大気熱力学場の鉛直構造の議

論をした．しかし，数値予報モデルにおける地表面に

近い大気最下層の熱力学場の再現精度は日中に対流混

合層が発達するにつれて低下し，特に山岳部では日中

だけでなく夜間も誤差が大きいことが指摘されている

（Hanna and Yang 2001；Zhang and Zheng 2004；

Zhang et al. 2013；Dimitrova et al. 2015）．そのた

め，夏季中部山地における対流雲の発生環境場の実態

を理解するためには，観測に基づいた高頻度・高精度

な力学的・熱力学的環境場を詳細に調べる必要があ

る．

近年，地上設置型マイクロ波放射計（MWR：

Microwave Radiometer）を用いて高頻度な大気熱力

学場を解析する取り組みがなされてきている．MWR

は主に水蒸気と雲水に感度のある20～30GHzと酸素

に感度のある50～60GHz帯の放射強度（輝度温度）

を数十秒～数分以内の時間分解能で観測可能である．

予め与えられた気温・水蒸気の鉛直プロファイルから

各チャンネルの輝度温度を算出（前方計算）して，放

射強度の観測結果を基に逆問題を解くことで，現実的

な気温・水蒸気の鉛直プロファイルやPWV，鉛直積

算雲水量等を推定（リトリーブ）できる．これまで，

MWR観測点近傍の高層気象観測の気候値を前方計

算に利用するNeural Network（NN；Solheim et
 

al. 1998）によるリトリーブ手法が広く採用されてお

り，様々な対流システム等の熱力学的環境場の短時間

変動の解析等に使用されている（Knupp et al.2009；

Chan 2009；Chan and Lee 2011；Chan and Hon

2011；Madhulatha et al. 2013；Raju et al. 2013；

Ratnam et al. 2013；Cimini et al. 2015）．しかし，

NNによるリトリーブでは，PWV等の鉛直積分量は

GPSによるPWVと同等な精度で得られるものの

（Cadeddu et al.2013；Araki et al.2014），鉛直プロ

ファイルは気温で高度１-３ km以上の上空，水蒸気

量は大気下層でも誤差が大きいという課題がある

（Araki et al.2015；Cimini et al. 2015）．

そのため，最近では数値予報モデルの結果や解析値

を第一推定値として，MWR観測値を用いた鉛直１

次 元 変 分 法 データ 同 化 手 法（1DVAR：one-

dimentional variational technique）により高精度な

気温・水蒸気の鉛直プロファイルを得る試みがなされ

ている（Hewison 2007；Cimini et al. 2011,2015；

Ware et al. 2013；石元 2015；Araki et al. 2014,

2015）．Araki et al.（2015）は，2012年４～６月に気

象研究所（茨城県つくば市；館野と同じ）で行った

MWR観測をもとに，NN，1DVAR，1DVARの第

一推定値に用いられた気象庁非静力学モデル

（NHM；Saito et al. 2006）の結果と館野における高

層気象観測結果を比較し，降水のない環境では

1DVARが大気下層も含めて気温・水蒸気プロファイ

ルの解析精度が最も良いことを統計的に示した．ま

た，Araki et al.（2014）は，1DVARを2012年５月

６日のつくば市の竜巻事例に適用し，竜巻発生の約１

時間半前から熱力学場が急激に不安定化していたこと

を示した．このように，MWR観測をもとにした

1DVARは，大気熱力学場を高頻度・高精度に解析で

きる手法として有効である．

そこで，本研究では，これまでゾンデ観測や数値モ

デルでは困難であった高頻度・高精度な熱力学プロ

ファイルをMWR観測結果に基づく1DVARによっ

て得ることで，従来の力学場の観測と組み合わせて夏

季中部山地で発達する対流雲の発生環境場の詳細な鉛

直構造，日変化特性を明らかにすることを目的とす
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る．2012～2014年に気象研究所と東京都水道局の共同

研究「人工降雨施設更新に伴う調査研究」により，東

京都奥多摩町でMWRをはじめとする地上リモート

センサー等による特別観測を実施した．本研究では，

気象庁の地上・ウィンドプロファイラ・高層観測デー

タに加えて，この特別観測で得られたMWR観測

データを用いた1DVARによる解析を通し，夏季中部

山地で発達する対流雲の活発日・不活発日毎に，力学

的・熱力学的環境場の鉛直構造と日変化特性を調べ

た．

２．データ

本研究では，MWRとして東京都奥多摩町の小河

内（第１図，標高約530m）に設置したMP-3000A

（Radiometrics社）を用いた．このMWRはKバン

ド21チャンネル（22～30GHz），Vバンド14チャンネ

ル（51～59GHz）の天頂方向の輝度温度をバンド幅

300MHzで数十秒～数分間隔で観測する．また，

MWRには感雨計，地上気温・相対湿度・現地気圧

のセンサー，天頂観測用赤外放射計（波長9.6～11.5

μm）が搭載されている．MWR観測値の品質を保証

するため，Araki et al.（2015）と同様な液体窒素を

用いた校正（観測前と年２回），常温の黒体による校

正（観測サイクルに組込み），撥水加工されたレドー

ムの交換（観測前と年２～３回），現地点検（２週間

に１回）を実施した．

この他の観測データとして，第１図に示す気象庁ア

メダスの気温・風，気象官署と特別地域気象観測所の

気温・風・気圧の地上気象観測データ，館野の高層気

象観測データ，熊谷のウィンドプロファイラデータを

解析に用いた．

３．解析方法

3.1 事例の抽出

本研究では，総観スケールの擾乱の影響を受けてい

ない夏季晴天日午後の中部山地における対流雲の事例

を抽出するために，①地上気温，②総観場，③降水量

による３つの条件を用いて，2012～2014年の７，８月

を対象に事例抽出を行った．

まず，①地上気温による条件として，Nomura and
 

Takemi（2011），Kuwagata（1997）等を参考に，前

橋，宇都宮，熊谷，館野，甲府，小河内の６地点全て

で日最高気温が30℃以上の日を抽出した．次に，②総

観場による条件として，Kanae et  al.（2004），

Nomura and Takemi（2011），Takemi（2014）を参

考に，まず気象庁が「梅雨」と定義した期間の日を除

外した．その後，09，21時の地上天気図で日本付近の

領域（130-150°E，30-40°N）内に台風中心のベスト

トラック，温暖・寒冷・停滞前線や低気圧等の総観ス

ケールの強制力が存在しない事例のみを抽出した．

この後，③降水量による条件を適用する．典型的な

夏季晴天日午後の降水を抽出するために，例えば

Nomura and Takemi（2011）は，00～12時に関東平

野のアメダス地点で降水が観測されなかった事例を解

析対象としている．彼らの研究は中部山地を含まない

関東平野を対象としていたが，本研究では中部山地を

含む広い範囲を対象としている．このため，Nomura
 

and Takemi（2011）と同様な条件を適用すると，前

日から日をまたいで継続した降水や，当日昼前に山岳

部で対流雲が発生した降水の事例日を多く除外するこ

とになる．また，中部山地で発生する対流雲の水平ス

ケールは組織化する以前は１～数kmなので，レー

Fig.1.Observation sites and topography
 

around the Central Mountains in Japan.
White and black circles respectively

 
denote AMeDAS sites (surface wind and

 
temperature)and local observatories(sur-
face wind,temperature,and pressure).The

 
white star indicates the location of the

 
Ogouchi site. Radiosonde observations

 
have been conducted twice a day at

 
Tateno.
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ダーエコーは認められるものの，アメダスでは観測さ

れていない事例も多く見られた．そこで，本研究で

は，毎時の解析雨量（水平解像度１km）を中部山地

周辺の領域（137-141°E，34.5-38°N；領域は第１図

と同じ）で規格化した解析雨量RA （mmh ）を用

いて降水量の条件を作成した．RA はこの領域内に

含まれる全ての格子の解析雨量の総和を総格子数で

割って算出したものである．本研究では，当日03～09

時の間にRA が0.05mmh 以上である事例は除去

した．この閾値は，日中の中部山地における対流雲と

は別のメカニズムで夜間に発生する孤立した対流雲に

よる降水や，弱い層状性降水等を除去できるように設

定した．これらの３つの条件により，合計29事例が抽

出された．

これらの条件で夏季中部山地での対流雲の事例が適

切に抽出できていることを確認するため，抽出された

全事例におけるRA の時系列を確認する（第２図a

のAll）．全事例のRA は午前中にはほぼ０である

が，12時以降に増大し，17時に最大値を持っていた．

その後，RA は24時にかけて減少した．この結果

は，河野ほか（2004）やKuwagata（1997）によっ

て抽出された気団性雷雨の特徴と整合的である．ま

た，抽出された事例の総観場の特徴を気象庁全球解析

で平均場を作成して確認したところ，日本付近は太平

洋高気圧の勢力圏内であり，地上や上空でも総観ス

ケールの擾乱等は見られなかった（図略）．この結果

も河野ほか（2004）や Sato and Kimura（2005）と

整合的であり，適切に事例抽出が行えていることを支

持する．

3.2 対流活発日・不活発日の分類

抽出事例を中部山地での対流活動の活発日・不活発

日に分類する．17時に最大値を持つRA の値と，抽

出事例日毎の日合計RA の値の関係を確認すると

（第３図a），17時のRA が0.15mmh 以下では日

合計RA が１mmh 以下になっている事例が集中し

ており，それ以外の事例はある程度のばらつきを持っ

ていた．このことから，本研究では17時のRA が

0.15mmh 以下の事例を対流活動の不活発日（Non-

Active，18事例），それ以外を活発日（Active，11事

例）と定義した．活発日・不活発日毎のRA でも17

時に最大値が現れていたが，その値は全事例に対して

活発日では約２倍，不活発日では３分の１以下だった

（第２図a）．

本研究で定義した活発日・不活発日における降水特

性を面的に確認する．第４図に，活発日・不活発日毎

の，解析雨量に基づく12，17，22時の前１時間降水量

が１mmh 以上の発生頻度の水平分布を示す．活発

日の降水頻度は，12時には中部山地の標高の高い地域

で高くなりはじめ，17時には甲信地方や北関東の内陸

部でさらに高くなった（第４図a）．その後，降水頻

Fig.2.Diurnal variations of (a)hourly RA
(mm h )in the Central Mountain region
(137°E-141°E, 34.5°N-38°N, same as the

 
domain of Fig.1)and (b)RA (mm h )

in the Ogouchi region (138.5°E-139.5°E,
35.3°N-36.3°N)for all extracted cases(29

samples). White, black, and gray bars
 

respectively indicate the data of all,active
(11 samples), and non-active cases (18

samples).

Fig.3.(a) Relationship between RA at 17

JST and RA accumulated for a day.(b)

is same as(a),but for RA at15JST and
 

RA accumulated for a day. Circles and
 

triangles respectively indicate the active
 

and non-active cases.
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度は全体的に低くなり，22時には長野県や群馬県で

10～30％の地域が見られた．このような特徴は，

Sato and Kimura（2005）やKuwagata（1997）で扱

われた降水の特徴と整合的である．一方，不活発日の

降水頻度は，活発日に比べて極めて低かったが，17時

にかけて山岳部を中心に降水のある地域が広がるとい

う点では活発日と共通していた．これらから，活発日

は夏季山岳部で発達する対流雲の事例を適切に分類で

きているといえる．また，不活発日は活発日と同じ地

上気温・総観場・午前中の降水特性の条件で抽出され

たものの，午後の降水特性が活発日とは明らかに異

なっており，活発日との環境場の比較に適している．

抽出した事例における対流雲の力学的環境場を確認

するため，活発日・不活発日毎に，毎時の地上気温，

風，海面気圧の観測結果の平均場を作成して比較した

（第５図）．その結果，活発日・不活発日ともに地上気

温が上がってきた12時には長野県付近に中心を持つ熱

的低気圧が明瞭化し，太平洋側と日本海側の両方で内

陸に向かう海風が見られた（第５図a，b）．15時にか

けて熱的低気圧の中心気圧は下がり，関東平野で内陸

に向かう南から南東寄りの海風も強まった．活発日は

不活発日に比べて全体的に海面気圧が1.5～2.5hPa

低く，地上気温も0.5～２℃高かったものの（第５図

c），活発日と不活発日では内陸部に向かう海風の水平

分布や風速，その時間変化に大きな違いは見られな

かった．このような地上観測における局地循環の水平

分布の時間変化は，活発日・不活発日ともに先行研究

と一致している(Kuwagata 1997；齋藤・木村1998；

Sato and Kimura 2005）．

ここで，熱力学的環境場の解析には小河内での

MWR観測結果を用いるため，中部山地を覆う広い

領域での降水特性により分類された活発日・不活発日

が，小河内周辺における降水特性においても違いがあ

ることを確認する．小河内を中心に約100km四方の

領域（第４図bの破線領域；138.5-139.5°E，35.3-

36.3°N）について，RA と同様に規格化した解析雨

Fig.4.Horizontal distributions of frequency of rainfall equal to and larger than 1mm h at 12,17,and
22JST for (a)active and (b)non-active cases.
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